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「公正」さの判断基準の構築を目指す震災学習の授業構成
― 中学校社会科公民的分野「震災復興の問題について考えよう」を事例として ―

井上　昌善 *　・　桑原　敏典

　本研究は，社会的問題を解決する際の公正さの判断基準の構築によって市民的資質を育成
しようとする社会科授業のあり方を，中学校社会科の具体的な単元の開発を通して提案しよ
うとするものである。開発単元では，阪神・淡路大震災と東日本大震災を中心にとり上げて
おり，どのような震災復興が望ましいかを考えさせることを通して，自らの公正さの判断基
準を見直させ再構築していくことを目指した。本研究において提案する社会科授業構成原理
は，価値判断力育成に関わるもので，それに関しては大杉昭英の研究が注目される。本研究
は，社会的価値の認識を重視する大杉の研究に対して，生徒一人ひとりの価値観の形成に焦
点をあてたものである。その授業構成原理は，パート１の「公正」という社会事象を捉える
枠組みを構成していく段階と，パート２のパート１で構成した「公正」という枠組みを吟味
し問い直すことで自己の判断基準を再構築していく段階からなる。そして，具体的には，開
発した単元は，パート１の「公正」枠組みの構成段階と，パート２の「公正」枠組みを問い
直し，吟味・検証を行う段階から構成されている。
　これまでの価値判断力育成の学習論の課題としては，公正概念の多様性をふまえ，子ども
自身が持っている価値を吟味・検証させる視点がみられなかった点をあげることができる。
本研究では，子どもの価値判断基準の枠組みである「公正」さを構成する段階，構成した枠
組みを問い直し吟味する段階を経ることで，その課題を克服できることを明らかにした。
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Ⅰ．はじめに
　本研究は，社会的問題を解決する際の公正さの判
断基準の構築によって市民的資質を育成しようとす
る社会科授業のあり方を，中学校社会科の具体的な
単元の開発を通して提案しようとするものである。
開発単元では，阪神・淡路大震災と東日本大震災を
中心にとり上げており，どのような震災復興が望ま
しいかを考えさせることを通して，自らの公正さの

判断基準を見直させ再構築していくことを目指し
た。
　現行の中学校学習指導要領解説社会編には，防災
教育の学習内容となる「自然災害」について地理的
分野の内容の部分に次のように明記されている。

　世界的視野から日本の地形や気候の特色，海洋に
囲まれた日本の国土の特色を理解させるとともに，
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面から選定した標的行動へのVHMの効果との関連
を検討した。その結果，ヒーローからの称賛が好子
として機能するとしても，そのことが必ずしも
VHMによる介入効果を予測できるものではないこ
とが示唆された。今後の研究では，VHMで効果を
示す児童生徒の特徴について更に検討し，より正確
なアセスメント手法を考案していくことが求められ
る。

Ⅴ　参考文献
Buggey, T. (2005) Video self-modeling applications 

with students with autism spectrum disorder in a 
small private school setting. Focus on Autism and 
Other Developmental Disabilities, 20, 52-63.

Gola, A. A., Richards, M. N., Lauricella, A. R., & 
Calvert, S. L. (2013) Building meaningful 
parasocial relationships between toddlers and 
media characters to teach early mathematical 
skills. Media Psychology, 16, 390-411.

畑野美香（2017）ダウン症候群の児童に対するビデ
オセルフヒーローモデリングの効果の検討 . 岡山
大学教育学部特別支援教育コース卒業論文 .

Nikopoulos, C. K., & Keenan, M. (2004) Effects of 
video modeling on social initiations by children 
with autism. Journal of Applied Behavior Analysis, 
37, 93-96.
太田昌孝（1992）認知発達治療の実践マニュアル : 
自閉症の Stage 別発達課題 . 日本文化科学社 .

Ohtake, Y. (2015) Using a hero as a model in video 
instruction to improve the daily living skills of an 
elementary-aged student with autism spectrum 

disorder: A pilot study. International Journal of 
Disability, Development and Education, 62, 363-
378.

Ohtake, Y., Takahashi, A., & Watanabe, K. (2015) 
Using an animated cartoon hero in video 
instruction to improve bathroom-related skills of a 
student with autism spectrum disorder. Education 
and Training in Autism and Developmental 
Disabilities, 50, 343-355.

Ohtake, Y., Takeuchi, A., & Watanabe, K. (2014) 
Effects of video self-modeling on eliminating 
public undressing by elementary-aged students 
with developmental disabilities during urination. 
E d u c a t i o n a n d Tr a i n i n g i n A u t i s m a n d 
Developmental Disabilities, 49, 32-44.
高橋彩（2015）自閉症スペクトラム障害児の特別な
興味を活用した介入効果の検討―ビデオヒーロー
モデリングを用いて―. 岡山大学大学院教育学研
究科修士論文 .
高橋彩・大竹喜久（2017）自閉スペクトラム症児の
朝運動への参加を促すための方略―対象児の「特
定の対象への強い興味」を取り入れたビデオ教材
の効果の検討―. 行動分析学研究 , 31, 132-143.

Wong, C., Odom, S. L., Hume, K. A., Cox, A. W., 
Fettig, A., Kucharczyk, S., ... & Schultz, T. R. 
(2015) Evidence-based practices for children, 
youth, and young adults with autism spectrum 
disorder: A comprehensive review. Journal of 
Autism and Developmental Disorders, 45, 1951-
1966.

− 21 −



井上　昌善　・　桑原　敏典

− 22 −

国内の地形や気候の特色，自然災害と防災への努力
を取り上げ，日本の自然環境に関する特色を大観さ
せる1）。

　この学習指導要領解説に基づいて，自然災害を取
り上げた社会科の授業を構想するならば，日本の自
然災害の種類と災害に備える人々の努力が学習内容
の中心となる。つまり，災害をとり上げた学習では，
災害の種類を理解し個人の防災意識を高めたり，災
害の歴史を語り継いだりしていくための態度を育成
していくことが主な目標となる。学習指導要領に基
づく災害の学習は，今後の災害に対する個人の意識
や自覚を高めている点に意義がある。しかし，災害
の学習は，防災意識の向上という個人の自覚や態度
に関わるだけではなく，広く社会のあり方を考えさ
せ得るのではないか。災害への対応の仕方を考える
ことを通して，社会の制度や仕組みを問い直し，よ
りよい社会のあり方を追究させる学習も考えられる
のではないか2）。
　一方で，市民的資質の育成をねらいとする社会科
教育における震災を取り扱った学習のねらいは，ど
のように設定されるべきなのだろうか。その手がか
りとなるのが，「社会科教育における防災教育研究
の動向」の研究調査を行っている三橋浩志の以下の
論である。

　災害が発生すると，住民同士の協力や地域を超え
た支援が不可欠である。また，震災から復興するに
は，住民間や行政を交えた様々な合意を形成する事
態が発生する。従って，「防災への取り組み」を学
習することで，ハード面（例：堤防，砂防ダムなど
の意義）とソフト面（例：消防の仕組み，地域防災
組織など）の両方が社会システムとして重要である
ことを学び，子どもたちが社会参画の重要性に気付
くことが社会科教育では必要となり，そのための教
材開発研究がこの二年間で進められてきた3）。

　三橋は，社会科教育において防災教育を実施して
いく際には，災害を防ぐための施設など（ハード面）
だけではなく，誰のためにどのような施設を作るべ
きかという制度のあり方（ソフト面）についても学
習することの重要性を説いており，社会科教育のア
イデンティティをいかした防災教育のあり方を提言
している点に意義がある。この論をふまえて改めて
社会科教育における防災教育を問い直した場合，防
災に関する取り組みをしようとして，予期せず発生
した問題について考えさせることが，社会科教育の
特性をいかした防災教育の実践につながるのではな

かろうか。その具体的な事例として，震災後の復興
過程において発生している問題を挙げることができ
る4）。震災後の復興過程について学習していくこと
は，将来起こりうる震災に備えて，どのような社会
を形成していくべきなのかという問題について考え
る「市民」の育成に寄与すると考えることができる。
　本研究では，社会科教育における防災教育の中で
も震災を取り扱った学習の授業構成の原理と方法
を，具体的な開発した単元「震災復興の問題につい
て考えよう」を事例として示すことで明らかにしよ
うとするものである。開発した単元では，阪神・淡
路大震災と東日本大震災の復興過程において発生し
た問題についての意思決定を迫ることで，公正さの
判断基準の構築を目指す学習が行われる。このよう
な学習の方法を明らかにすることによって，よりよ
い震災復興のあり方を構想することができる市民の
育成のための学習論を示すことができると考える。

（井上）

Ⅱ ．価値判断力育成を目指した社会科授業構成論の
特質と課題
　価値判断力や意思決定力の育成を目指した社会科
授業のあり方に関する研究は，従来から数多くなさ
れている。それらの多くは，価値判断力や意思決定
力自体の育成を目指した教育内容よりも方法知を重
視したものになっている。一方で，判断や決定の根
拠となっている価値的知識の成長を目指した研究が
ある。中でも，社会的価値の認識を通してよりよい判
断ができるようになることを目指した大杉昭英の研究
が注目されている。大杉は，社会科を通して育む「市
民」は，高度で複雑化した社会問題に対する公共政
策の適不適を公正に判断することができ，意見表明
により政治階層に影響を与えることで，政治参加を
果たすことができる存在であると述べている5）。この
ような「市民」育成のために，大杉は科学的社会認
識の形成を基盤としつつ価値認識を形成していくた
めの学習の原理と方法を明らかにしている。つまり，
公共政策に内包されている科学理論と倫理的判断基
準を探求させることが社会認識体制を成長させるこ
とにつながるというのが大杉の社会科論の特質すべ
き点である。この論に基づいて，開発された高等学
校公民科の授業モデル「『効率』と『公正』で考え
る島のフェリー運航」では，現段階で社会的な合意
を得られている価値である「効率」と「公正」を認
識対象として設定し，その習得が目指されている。
ここでの「効率」と「公正」は，相反する社会的価
値であるため，特定の価値の重要性を認識させる学
習に陥る危険を回避している。つまり，よりよい公
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共政策の適不適を公正に判断する力の育成のため
に，「公正」と相反しうる価値としての「効率」を
学習内容として設定することで，生徒の価値認識を
開く学習となっている点に大杉論の意義がある。
　大杉の研究は，中学校社会科で求められている社
会的なものの見方や考え方としての効率と公正の概
念に基づいて合理的な判断を促す授業として注目さ
れ，判断基準としての公正概念を捉えさせ得るもの
である。しかし，公正概念の意味が，効率概念に対
置されるのみである点に課題を残している。公正と
いう概念自体についても，何についての公正さをど
の程度重視するのかということは人によって異な
る。すなわち，公正さの判断基準の多様性を捉えた
上で，自身の基準を見直し再構築していくことが求
められるのではないか。
　また，大杉はあくまで社会的価値の認識を目指し，
それに基づく合理的な判断力の育成を目指してい
る。ただ，大杉論には，子ども自身がすでに持って
いる価値観をふまえ，それを反省・吟味させ，新た
な価値観を形成していくという視点はあまり見られ
ない。様々な価値が尊重される現代の社会であるか
らこそ，一人一人が持つ既存の価値観を共有し問い
直すことで，新たな価値観を形成していくことを目
指す学習が求められるのではないか。
　以上の大杉論の特質と課題をふまえて，本研究で
は判断基準の枠組みの再構築を目指す社会科授業構
成の原理を明らかにしていく。 （井上）

Ⅲ ．判断基準の枠組みの再構築を目指した社会科授
業構成原理
　生徒が持つ「公正」さの判断基準を再構築する授
業構成原理は，パート１の「公正」という社会事象
を捉える枠組みを構成していく段階と，パート２の
パート１で構成した「公正」という枠組みを吟味し
問い直すことで自己の判断基準を再構築していく段
階からなる。
　本研究では，「公正」を社会問題について考える
際の判断基準の枠組みと捉える。「公正」は，大杉
論にあるように最も不利な人に利益をもたらすよう
な社会契約主義に基づく倫理的な価値基準とみなす
ことができる6）。本研究と大杉論の「公正」の捉え
方の違いは，学習内容に設定する場合に「最も不利
な人」について生徒が自ら考えていくことで，「公正」
に関する社会認識を開いていく点にある。つまり，
大杉論では「公正」を社会一般に認められた価値と
して設定し，対置する「効率」という価値を認識対
象として設定することで，生徒の社会認識を開かれ
たものにしていくことを目指していた。これに対し

て，本研究は，「最も不利な人」の立場を探求させ
ることで，生徒自身が持つ「公正」に関する価値の
多様性を踏まえて問題について判断させる学習を実
施していく。この学習は，生徒がすでに持っている
「公正」に関する価値をゆさぶり，新たな判断基準
を再構築することで「公正」に関する社会認識を開
かれたものにしていく。この「公正」の判断基準を
構築していくための授業構成原理に基づく学習過程
は，次のようなものが想定される。
　パート１の段階では，「公正」という社会事象を
捉える枠組みを構成していくことを目指す。ここで
は，税の配分について考察を通して，配分される主
体の多様性について考えていく。このように「公正」
について考えていくことで，生活する多くの人々に
とって有益なものに税という有限な資源が使われる
べきであるという「公正」に関する価値を認識して
いくことになる。第二段階では，「公正」という枠
組みを吟味し問い直すことで自己の判断基準を構築
していくことを目指す。ここでは，第一段階で構成
された有限な資源は，多くの人々に配分されるべき
であるという「公正」の枠組みを問い直し，吟味し
ていくことになる。そのためには，有限な資源は，
最も不利な立場に配分されるべきであるという新た
な「公正」の枠組みについて認識する学習過程が必
要である。この学習過程を経ることによって，生徒
は自己が持つ「公正」に関する価値を見直し，新た
な判断基準を構築することができる。
　以上のことから，本研究は「公正」を社会問題に
ついて考える際の枠組みであり，判断基準として捉
える。「公正」の判断基準を新たなものに再構築し
ていく学習の構成原理に基づく単元を開発する。
 （井上）

Ⅳ ．「公正」さの判断基準の構築を目指す単元の教
材開発
　本研究における開発単元で中心に取り扱う教材
は，神戸ルミナリエの存続問題と東日本大震災の復
興過程における予算の流用問題である。これらに共
通するのは，震災後の復興過程において発生してき
た問題であり，「復興災害」に関連する問題である
と捉えることができる。塩崎賢明は，現在の防災・
減災対策について，次のように述べている。

　実は現在の防災・減災対策の中には復興施策はほ
とんど位置づけられていない。命さえ助かればあと
は自分で，という形になっているといっても過言で
はない。しかし，それでは多くの被災者は生きてい
けず，生活再建はできない。そこに復興災害が発生
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教育における震災を取り扱った学習のねらいは，ど
のように設定されるべきなのだろうか。その手がか
りとなるのが，「社会科教育における防災教育研究
の動向」の研究調査を行っている三橋浩志の以下の
論である。

　災害が発生すると，住民同士の協力や地域を超え
た支援が不可欠である。また，震災から復興するに
は，住民間や行政を交えた様々な合意を形成する事
態が発生する。従って，「防災への取り組み」を学
習することで，ハード面（例：堤防，砂防ダムなど
の意義）とソフト面（例：消防の仕組み，地域防災
組織など）の両方が社会システムとして重要である
ことを学び，子どもたちが社会参画の重要性に気付
くことが社会科教育では必要となり，そのための教
材開発研究がこの二年間で進められてきた3）。

　三橋は，社会科教育において防災教育を実施して
いく際には，災害を防ぐための施設など（ハード面）
だけではなく，誰のためにどのような施設を作るべ
きかという制度のあり方（ソフト面）についても学
習することの重要性を説いており，社会科教育のア
イデンティティをいかした防災教育のあり方を提言
している点に意義がある。この論をふまえて改めて
社会科教育における防災教育を問い直した場合，防
災に関する取り組みをしようとして，予期せず発生
した問題について考えさせることが，社会科教育の
特性をいかした防災教育の実践につながるのではな

かろうか。その具体的な事例として，震災後の復興
過程において発生している問題を挙げることができ
る4）。震災後の復興過程について学習していくこと
は，将来起こりうる震災に備えて，どのような社会
を形成していくべきなのかという問題について考え
る「市民」の育成に寄与すると考えることができる。
　本研究では，社会科教育における防災教育の中で
も震災を取り扱った学習の授業構成の原理と方法
を，具体的な開発した単元「震災復興の問題につい
て考えよう」を事例として示すことで明らかにしよ
うとするものである。開発した単元では，阪神・淡
路大震災と東日本大震災の復興過程において発生し
た問題についての意思決定を迫ることで，公正さの
判断基準の構築を目指す学習が行われる。このよう
な学習の方法を明らかにすることによって，よりよ
い震災復興のあり方を構想することができる市民の
育成のための学習論を示すことができると考える。

（井上）

Ⅱ ．価値判断力育成を目指した社会科授業構成論の
特質と課題
　価値判断力や意思決定力の育成を目指した社会科
授業のあり方に関する研究は，従来から数多くなさ
れている。それらの多くは，価値判断力や意思決定
力自体の育成を目指した教育内容よりも方法知を重
視したものになっている。一方で，判断や決定の根
拠となっている価値的知識の成長を目指した研究が
ある。中でも，社会的価値の認識を通してよりよい判
断ができるようになることを目指した大杉昭英の研究
が注目されている。大杉は，社会科を通して育む「市
民」は，高度で複雑化した社会問題に対する公共政
策の適不適を公正に判断することができ，意見表明
により政治階層に影響を与えることで，政治参加を
果たすことができる存在であると述べている5）。この
ような「市民」育成のために，大杉は科学的社会認
識の形成を基盤としつつ価値認識を形成していくた
めの学習の原理と方法を明らかにしている。つまり，
公共政策に内包されている科学理論と倫理的判断基
準を探求させることが社会認識体制を成長させるこ
とにつながるというのが大杉の社会科論の特質すべ
き点である。この論に基づいて，開発された高等学
校公民科の授業モデル「『効率』と『公正』で考え
る島のフェリー運航」では，現段階で社会的な合意
を得られている価値である「効率」と「公正」を認
識対象として設定し，その習得が目指されている。
ここでの「効率」と「公正」は，相反する社会的価
値であるため，特定の価値の重要性を認識させる学
習に陥る危険を回避している。つまり，よりよい公

− 23 −



井上　昌善　・　桑原　敏典

− 24 −

する根本原因がある7）。

　塩崎論をふまえて，防災教育について検討した場
合，復興における問題（復興災害）について考える
ことは，真の防災のあり方について考えていく市民
としての資質の育成につながる。このことから，神
戸ルミナリエの存続問題や東日本大震災の復興予算
流用の問題について考えさせる学習は意義があると
いえる。
　神戸ルミナリエは，阪神・淡路大震災発生の年か
ら開催されている神戸市の公共事業である。神戸ル
ミナリエには多額の税金が使用されており，毎年開
催の是非が問題となっている事例である。神戸ルミ
ナリエ開催によって，どのような立場の人にメリッ
トがあり，デメリットがあるのかを考察させ，存続
問題について考えることを通して，多くの人のため
に税金を使用するべきであるという認識を形成する
ことが可能となる。これにより，社会問題について
考える際の枠組みとしての「公正」を構成すること
ができる。
　また，東日本大震災の復興過程においては，復興
予算が被災地の復興以外の事業に流用されている問
題が明らかになった。東日本大震災後の復興のため
の予算は，増税によって賄われている。このような
流用問題や予算の使われ方について考えさせること
により，被災地の人々＝最も困難な状況にある人々
に多くの復興予算としての税を使うべきかどうかに
ついて意思決定を迫ることができる。神戸ルミナリ
エの学習を通して構成された「公正」の枠組みを問
い直し，吟味・検証することで新たな公正さの判断
基準を構築していくことが期待できるのである。
　以上のことから，これらの震災復興の問題を単元
では取り扱うことにした。 （井上）

Ⅴ ．「公正」の判断基準の構築を目指す単元の概要
と展開
　「公正」の判断基準の構築を目指す単元の概要を
示したものが，表１である。表１には，単元の構成
原理，主な発問，主な学習内容を記している。また，
具体的な授業の流れについては，教授書に示してい
る。本単元で示す学習モデルは，中学校社会科公民
的分野「地方自治」について学習する段階や「持続
可能な社会」について考える段階に位置付けて実践
することが可能である。なお，パート１で示してい
る神戸ルミナリエを事例とした学習モデルは，実際
に学校現場での実践を応用したものである8）。
　開発単元は，パート１の「公正」枠組みの構成，
パート２の「公正」枠組みを問い直し，吟味・検証

を行う段階から構成されている。パート１において
は，第一段階から第三段階までが相当し，判断基準
としての「公正」の枠組みを構成していくことを目
的として学習を進めていく。第一段階として問題の
把握を行う。神戸ルミナリエは，神戸で生活する生
徒にとって身近な事象であるが，開催のための費用
に多額の税金が使用されていること，開催の是非に
ついて論争が発生していることを理解することを目
指していく。
　第二段階として，判断基準としての「公正」の枠
組みの構成を行っていくことを目指す。ここでは，
神戸ルミナリエの開催の理由，税金が使用されてい
るものの共通点について考察することを通して，税
は多くの人々にとって有益なものに使われることを
理解することができる。これにより，多くの人々の
ために税は配分されるという価値の認識を通して，
判断基準としての「公正」を構成することになる。
　第三段階では，判断基準の構築を目指していく。
ここでは，税金が使われている事業やサービスにつ
いて考察することを通して，税金はどのような性質
をもつものに使用されるべきなのかを解明してい
く。実際に，生徒は「持続可能な社会のため，安全，
健康などを保障するものなど」という判断を行って
いた。ここで習得した知識をいかして，神戸ルミナ
リエ以外で税金が使われている神戸市の事業につい
て，存続の是非を意思決定していく。
　第四段階から第六段階までは，パート２に相当す
る。ここでは，パート１で構成された「公正」の枠
組みを吟味・検証していくことを目的として学習を
進めていく。第四段階は，東日本大震災に関する復
興災害がどのようなものなのかを理解することによ
り，新たな問題を把握していく段階である。阪神・
淡路大震災と東日本大震災の復興過程において住宅
が多く建設されたが，孤独死やコミュニティの崩壊
などの問題が発生したことを理解していく。このこ
とを学習していくことにより，「なぜ，阪神・淡路
大震災の経験があるにも関わらず，東日本大震災の
復興はスムーズに進まないのか」という新たな問題
を把握する。
　第五段階では，第二段階で行った「公正」の枠組
みを再構成していくことを目指していく。そのため
に，まず，東日本大震災の復興予算は増税によるも
のであることを確認して，東日本大震災の復興過程
で税金が使用された事業（復興住宅やインフラ整備
以外の事業）のメリット，デメリットについてグル
ープで考えていく。この考察を通して，生徒は，考
えてきた事業は直接的に被災地の復興事業に関連の
無いことに気づくことができる。また，被災地以外
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に使われた予算（第三次補正予算における）は，約
2.4兆円であり，これは全体の25％に相当する額で
あることを理解する。次に，被災地の復興以外に復
興予算が流用されている理由について考察する。東
日本大震災の復興予算の使用の仕方には復興構想７
原則が大きな影響を及ぼしており，被災地の復興と
日本全体の再生が同時進行で目指されていることを
理解する。ここでは，第二段階において構成された
有限な資源としての税は，多くの人々にとって有益
なものに使用されるべきであるという「公正」の枠
組みを，復興予算の流用問題について考えることで
問い直し，最も不利な立場の人に税は使われるべき
という価値の多様性を理解することで，「公正」の
枠組みを再構成していくことを目指していく。
　第六段階では，これまでの学習を通して再構成し
た「公正」の枠組みに基づいて，震災復興について
判断を行う場面を設定することで生徒自身の判断基

準を再構築していくことを目指していく。まず，復
興構想７原則は，大学の教員や企業の関係者，脚本
家の人たちがつくったことを理解する。この原則に
は，被災した人たちの考えは反映されているのだろ
かと問うことで，被災地の復興を優先するならば被
災した人たちをこの原則作成のメンバーに入れるべ
きであること，一方で日本全体の再生を優先するな
らば被災した人たちばかりでは，客観的な視点で復
興を考えることができず，偏った事業に復興予算が
使われる可能性があることに気づくことができる。
このことをふまえて，次に，復興構想７原則の改善
点について考えていく。その際には，どのような人
たちで，復興構想会議は開かれるべきか，７つの原
則の中でどの原則を改善するべきかをグループで話
し合わせて，判断を迫る場面を設定する。
 （井上）

【表１】開発単元「震災復興の問題について考えよう」の概要（７時間）
単元構成原理・時数 主な発問 主な学習内容

パート１
「公正」枠
組みの構成
過程

第一段階（一時間）
問題の把握

○ 阪神・淡路大震災後の復興のシン
ボルは何か？
○ 神戸ルミナリエを行うためのお金
はどこから出ているのだろうか？

・阪神・淡路大震災の復興のシンボルが神戸ルミナ
リエである。
・多額の税金を使用する神戸ルミナリエの開催の是
非について論争問題になっていることを把握す
る。

第二段階（二時間）
判断基準としての
枠組みの構成

○ 神戸市では，どのようなことに税
金が使われていますか？
○ 税金が使われているものの共通点
は何だろうか？
○ なぜ，神戸ルミナリエに多額の税
金が使われているのだろうか？

・福祉の充実，市債の返済，教育・文化の振興，産
業の振興に使われている。
・税金は，みんなが役立つものやないと生活に困る
ことに使われている。
・経済効果が期待でき，被災者への慰霊の意味があ
るから。

第三段階（一時間）
判断基準の構築

○ 税金を使用する際には，どのよう
なことに使用するべきなのだろう
か？

・みんなの未来に役立つものであり，持続可能な社
会を形成していく上で必要だと考えられるもの。

パート２
「公正」枠
組みの問い
直しによる
吟味・検証
過程

第四段階（一時間）
新たな問題の把握

○ 阪神・淡路大震災後の復興の過程
の中で，他にどのような問題が発
生しているのだろうか？
○ 阪神・淡路大震災の復興の教訓は，
東日本大震災の復興にいかされて
いるのだろうか？

・復興住宅の期限切れに伴う退去者の増加。孤独死。

・東日本大震災後の復興過程でも同じような問題が
発生しており，教訓がいかされているとは言い難
いのではないか。特に復興予算の問題が深刻に取
り上げられている。

第五段階（一時間）
枠組みの再構成

○ 阪神・淡路大震災後の復興と東日
本大震災後の復興のためのお金は
どこから出ているのだろうか？
○ 復興予算はどのような取り組みに
使われているのだろうか？
○ なぜ，増税をした復興予算を被災
地に多く配分しないのだろうか？

・国や自治体，寄付である。東日本大震災後の復興
予算は，増税によって賄われている。
・被災地に直接に関係の薄い，もしくは関係のない
事業にも使われている。
・復興構想七原則を設定しており，そこには大震災
からの被災地の復興と日本経済の再生を政府が目
指しているから。

第六段階（一時間）
再構成した枠組み
に基づく判断基準
の再構築

○ 復興構想七原則は，どのような人
たちがつくったのだろうか？
○ 復興構想七原則の中で改善すべき
だと思うものを理由も含めて考え
てみよう。

・大学の先生や企業の代表者などである。

・もっと被災地に重点的に援助をする内容に変える
べきではないか。
・被災地の援助をすることで，日本各地に困ってい
る人も生活が保障されるような仕組みをつくるべ
きではないか。
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する根本原因がある7）。

　塩崎論をふまえて，防災教育について検討した場
合，復興における問題（復興災害）について考える
ことは，真の防災のあり方について考えていく市民
としての資質の育成につながる。このことから，神
戸ルミナリエの存続問題や東日本大震災の復興予算
流用の問題について考えさせる学習は意義があると
いえる。
　神戸ルミナリエは，阪神・淡路大震災発生の年か
ら開催されている神戸市の公共事業である。神戸ル
ミナリエには多額の税金が使用されており，毎年開
催の是非が問題となっている事例である。神戸ルミ
ナリエ開催によって，どのような立場の人にメリッ
トがあり，デメリットがあるのかを考察させ，存続
問題について考えることを通して，多くの人のため
に税金を使用するべきであるという認識を形成する
ことが可能となる。これにより，社会問題について
考える際の枠組みとしての「公正」を構成すること
ができる。
　また，東日本大震災の復興過程においては，復興
予算が被災地の復興以外の事業に流用されている問
題が明らかになった。東日本大震災後の復興のため
の予算は，増税によって賄われている。このような
流用問題や予算の使われ方について考えさせること
により，被災地の人々＝最も困難な状況にある人々
に多くの復興予算としての税を使うべきかどうかに
ついて意思決定を迫ることができる。神戸ルミナリ
エの学習を通して構成された「公正」の枠組みを問
い直し，吟味・検証することで新たな公正さの判断
基準を構築していくことが期待できるのである。
　以上のことから，これらの震災復興の問題を単元
では取り扱うことにした。 （井上）

Ⅴ ．「公正」の判断基準の構築を目指す単元の概要
と展開
　「公正」の判断基準の構築を目指す単元の概要を
示したものが，表１である。表１には，単元の構成
原理，主な発問，主な学習内容を記している。また，
具体的な授業の流れについては，教授書に示してい
る。本単元で示す学習モデルは，中学校社会科公民
的分野「地方自治」について学習する段階や「持続
可能な社会」について考える段階に位置付けて実践
することが可能である。なお，パート１で示してい
る神戸ルミナリエを事例とした学習モデルは，実際
に学校現場での実践を応用したものである8）。
　開発単元は，パート１の「公正」枠組みの構成，
パート２の「公正」枠組みを問い直し，吟味・検証

を行う段階から構成されている。パート１において
は，第一段階から第三段階までが相当し，判断基準
としての「公正」の枠組みを構成していくことを目
的として学習を進めていく。第一段階として問題の
把握を行う。神戸ルミナリエは，神戸で生活する生
徒にとって身近な事象であるが，開催のための費用
に多額の税金が使用されていること，開催の是非に
ついて論争が発生していることを理解することを目
指していく。
　第二段階として，判断基準としての「公正」の枠
組みの構成を行っていくことを目指す。ここでは，
神戸ルミナリエの開催の理由，税金が使用されてい
るものの共通点について考察することを通して，税
は多くの人々にとって有益なものに使われることを
理解することができる。これにより，多くの人々の
ために税は配分されるという価値の認識を通して，
判断基準としての「公正」を構成することになる。
　第三段階では，判断基準の構築を目指していく。
ここでは，税金が使われている事業やサービスにつ
いて考察することを通して，税金はどのような性質
をもつものに使用されるべきなのかを解明してい
く。実際に，生徒は「持続可能な社会のため，安全，
健康などを保障するものなど」という判断を行って
いた。ここで習得した知識をいかして，神戸ルミナ
リエ以外で税金が使われている神戸市の事業につい
て，存続の是非を意思決定していく。
　第四段階から第六段階までは，パート２に相当す
る。ここでは，パート１で構成された「公正」の枠
組みを吟味・検証していくことを目的として学習を
進めていく。第四段階は，東日本大震災に関する復
興災害がどのようなものなのかを理解することによ
り，新たな問題を把握していく段階である。阪神・
淡路大震災と東日本大震災の復興過程において住宅
が多く建設されたが，孤独死やコミュニティの崩壊
などの問題が発生したことを理解していく。このこ
とを学習していくことにより，「なぜ，阪神・淡路
大震災の経験があるにも関わらず，東日本大震災の
復興はスムーズに進まないのか」という新たな問題
を把握する。
　第五段階では，第二段階で行った「公正」の枠組
みを再構成していくことを目指していく。そのため
に，まず，東日本大震災の復興予算は増税によるも
のであることを確認して，東日本大震災の復興過程
で税金が使用された事業（復興住宅やインフラ整備
以外の事業）のメリット，デメリットについてグル
ープで考えていく。この考察を通して，生徒は，考
えてきた事業は直接的に被災地の復興事業に関連の
無いことに気づくことができる。また，被災地以外
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【教授書】「震災復興の問題について考えよう」
発問 教授・学習活動 資料 生徒から引き出したい知識

第
一
段
階

　問
題
の
把
握

　一
時
間

・阪神・淡路大震災が起こっ
て今年で何年が経ったの
でしょうか？
・当時，神戸で被災した人
たちはどのような被害に
あったのだろうか？資料
から読み取ってみよう。

・このように多くの人たち
が被災しました。阪神・
淡路大震災後の神戸では
「復興」のシンボルとして
有名なものがあります。
それは何でしょうか？
・神戸ルミナリエを行うた
めには，お金が必要です。
そのお金はどこから出て
いるのだろうか？

・神戸ルミナリエに行った
ことがある人はいます
か？
・税金はどんなものに使わ
れるべきなのだろうか？

○行かない人も多くいるの
に，ルミナリエに税金を
使う必要があるのだろう
か？

○本時から神戸ルミナリエ
について考えていこう。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:予測する。

T:発問する。
S:予測する。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:予測する。

T：提示する。

①

②

③

・阪神・淡路大震災後20年たっている。

・家族を亡くした。桑野さんは奥さんを亡くして，20年
近くたつにもかかわらず奥さんへの愛情を持って生き
てきた。

・神戸ルミナリエ。

・資料によれば，50％以上が企業からの協賛金，約30％
が地方公共団体からの補助金（税金）で行われている。
ルミナリエの警備費が年々上がっていることからその
存続に対して，疑問の声がある。

・多様な意見。

・みんなが利用するもの。

・多様な意見。

第
二
段
階

　判
断
基
準
と
し
て
の
枠
組
み
の
構
成

　一
時
間

・「地方分権」が今日の授業
では最初のポイントです。
地方分権の意味を確認し
ましょう。

・地方分権一括法が施行さ
れることによってどのよ
うなことが変わったのか
を確認しよう。

・次のポイントは，私たち
が生活する上で必ず払う
税金についてです。なぜ，
税金を払わなければなら
ないのだろうか？

・神戸市の一般会計歳出と
歳入の資料を確認しよう。
・もし，財政が苦しくなっ
たら様々な公共サービス
が提供されなくなる可能

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:確認する。
T:発問する。
S:確認する。

④

④

⑤

⑥

・地方分権とは，国の方針に従って地方公共団体が政治
を行う中央集権から，国と地方公共団体が対等な関係
で仕事を分担して政治を行うことのことをいう。つま
り，国と地方の仕事を見直し，地方公共団体に権限や
お金を移していこうとする働きのこと。

・地方分権が進むことで，地方公共団体独自のイベント
（事業）が行うことができるようになる。資料集より，
国から地方に押し付けていた事務の廃止，権限を移す，
地方公共団体が独自に新しい税を簡単につくれるよう
になった。例えば，東京都のワンルームマンション税
などがある。

・税金によって，警察やごみの回収などの「公共サービ
ス」が提供しているため。地方独自に事業を行ってい
くための費用をまかなうためである。税金などの収入
によって，市民に公共サービスを提供していく働きの
ことを地方財政という。財政改革の代表例が市町村合
併である。地方公共団体の支出が歳出，収入が歳入で
ある。歳入は自主財源と依存財源に分かれている。自
主財源は地方税などで独自に課税することができる税
金である。また，依存財源は，地方交付税交付金（使
い方自由）や国庫支出金（使い方国が指定）などで，
地方交付税は，都道府県の地方税収入の格差を少なく
するために給付されている。
・成人式の廃止，公務員がいなくなる。出産の助成がな
くなる。選挙投票会場の利用ができなくなる。
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　性がある。どのようなも
のが提供されなくなるの
だろうか？
・地方公共団体の政治をよ
りよくするために，税金
の使い方を確認する制度
を何というか？
・神戸市は，何に多くの税
金を使っているか確認し
よう。

・福祉の充実に力を入れる
ことで，神戸市はどのよ
うな問題を解決しようと
しているのか？
○税金が使われているもの
の共通点は何だろうか？

○なぜ，一部の人しか行か
ないのに神戸ルミナリエ
に税金が使用されている
のだろうか。みんなにど
んないいこと（幸せ）が
あるのかという視点で考
えてみよう。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

⑦
・オンブズマン制度。税金の使い方を考えていくことが，
市民の生活を向上させていくためには必要である。

・福祉の充実37.5％で第一位，市債の返済14.3％第二位，
教育・文化の振興8.7％第三位，産業の振興8.4％第四位

・福祉を充実させることは，少子高齢化の問題を解決し
ていくことにつながる。

・みんなが役立つもの。これがないと生活が困るもの。市
民をサポートするもの。みんなによいことがあるもの。

・亡くなった方への慰霊だけではなく，次世代への語り
つぎとなるから。震災のことを忘れないでいられる。
＝次の震災へのそなえができる。だから，次の震災の
被害をおさえられたり，スムーズな復興につながった
りしていくと考えられるから。

第
三
段
階

　判
断
基
準
の
構
築

　①

　一
時
間

・前時は，神戸ルミナリエ
に税金が使われている理
由について考えました。

○神戸ルミナリエはこれから
も存続するべきだろうか？

・神戸ルミナリエが行われ
ることによって，喜ぶ人
たちはどのような人たち
だろうか？その理由につ
いても考えよう。

・ルミナリエ組織委員会の小
池さんへのインタビュー結
果を見てみましょう。（イ
ンタビュー①）

・逆に神戸ルミナリエが行
われることによって困る
人たちはどのような人た
ちか？また，その理由に
ついて考えよう。

・このような困る人たちを
納得させるために，神戸
ルミナリエはどのような
工夫がなれているのだろ
うか？小池さんに聞いて
みよう。（インタビュー②）
・もし，お金を払った人し
か神戸ルミナリエを見る
ことができなかったら，
どのようなメリットとデ
メリットが出てくると考
えられるだろうか？

・なぜ，神戸ルミナリエに多
額の税金が使われている

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:説明する。
S:理解する。

T:発問する。
S:答える。

T:説明する。
S:理解する。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:考える。

⑧

⑧

・ルミナリエは，犠牲者の慰霊のためや，震災のことを
忘れないようにするため，震災のそなえにつながるか
ら行われている。このようないいことがあるから税金
が利用されている。

・さまざまな答え。

・見に行く人（きれいだから。），ルミナリエ近くの人（客
が多く来る。もうかる。店やホテルが有名になる。県
外の人がお土産を買ったりする），被災者の人や遺族（忘
れずにいることがうれしい，慰め），ルミナリエの組み
立てやLED会社（もうかる莫大なお金が入る）

・ルミナリエの目的は，①犠牲者の慰霊②神戸の産業復
興③東日本大震災の被災地の復興支援という三つある。
ルミナリエには毎年約300億円の経済効果がある。

・会社員（電車や高速道路が混雑する），近くの住民（音
や光が迷惑，ごみ），いかない人（何でお金を払わなきゃ
いけないの，行く人だけ税金を払えばいいだけだろ。
その分子育てに使うべきではないか）

・市民の安全の確保（クリスマスの日に行わない），障碍
者たちが優先的にみられる日（ハートフルデーの設定），
ボランティアが誘導や掃除を行う。

【メリット】
・人が少なくなるので，混雑しない。ごみも減る。
・ルミナリエ分の税金を子育て支援や耐震工事，保育所
の増加などの他のことにまわせる。

【デメリット】
・お金を払ってまで行こうと思わないという人が来なく
なるので，お金は足りなくなる。
・お金が動かないので，経済効果は期待できない。

・神戸ルミナリエには，「大きな経済効果があり多額のお
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【教授書】「震災復興の問題について考えよう」
発問 教授・学習活動 資料 生徒から引き出したい知識

第
一
段
階

　問
題
の
把
握

　一
時
間

・阪神・淡路大震災が起こっ
て今年で何年が経ったの
でしょうか？
・当時，神戸で被災した人
たちはどのような被害に
あったのだろうか？資料
から読み取ってみよう。

・このように多くの人たち
が被災しました。阪神・
淡路大震災後の神戸では
「復興」のシンボルとして
有名なものがあります。
それは何でしょうか？
・神戸ルミナリエを行うた
めには，お金が必要です。
そのお金はどこから出て
いるのだろうか？

・神戸ルミナリエに行った
ことがある人はいます
か？
・税金はどんなものに使わ
れるべきなのだろうか？

○行かない人も多くいるの
に，ルミナリエに税金を
使う必要があるのだろう
か？

○本時から神戸ルミナリエ
について考えていこう。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:予測する。

T:発問する。
S:予測する。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:予測する。

T：提示する。

①

②

③

・阪神・淡路大震災後20年たっている。

・家族を亡くした。桑野さんは奥さんを亡くして，20年
近くたつにもかかわらず奥さんへの愛情を持って生き
てきた。

・神戸ルミナリエ。

・資料によれば，50％以上が企業からの協賛金，約30％
が地方公共団体からの補助金（税金）で行われている。
ルミナリエの警備費が年々上がっていることからその
存続に対して，疑問の声がある。

・多様な意見。

・みんなが利用するもの。

・多様な意見。

第
二
段
階

　判
断
基
準
と
し
て
の
枠
組
み
の
構
成

　一
時
間

・「地方分権」が今日の授業
では最初のポイントです。
地方分権の意味を確認し
ましょう。

・地方分権一括法が施行さ
れることによってどのよ
うなことが変わったのか
を確認しよう。

・次のポイントは，私たち
が生活する上で必ず払う
税金についてです。なぜ，
税金を払わなければなら
ないのだろうか？

・神戸市の一般会計歳出と
歳入の資料を確認しよう。
・もし，財政が苦しくなっ
たら様々な公共サービス
が提供されなくなる可能

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:確認する。
T:発問する。
S:確認する。

④

④

⑤

⑥

・地方分権とは，国の方針に従って地方公共団体が政治
を行う中央集権から，国と地方公共団体が対等な関係
で仕事を分担して政治を行うことのことをいう。つま
り，国と地方の仕事を見直し，地方公共団体に権限や
お金を移していこうとする働きのこと。

・地方分権が進むことで，地方公共団体独自のイベント
（事業）が行うことができるようになる。資料集より，
国から地方に押し付けていた事務の廃止，権限を移す，
地方公共団体が独自に新しい税を簡単につくれるよう
になった。例えば，東京都のワンルームマンション税
などがある。

・税金によって，警察やごみの回収などの「公共サービ
ス」が提供しているため。地方独自に事業を行ってい
くための費用をまかなうためである。税金などの収入
によって，市民に公共サービスを提供していく働きの
ことを地方財政という。財政改革の代表例が市町村合
併である。地方公共団体の支出が歳出，収入が歳入で
ある。歳入は自主財源と依存財源に分かれている。自
主財源は地方税などで独自に課税することができる税
金である。また，依存財源は，地方交付税交付金（使
い方自由）や国庫支出金（使い方国が指定）などで，
地方交付税は，都道府県の地方税収入の格差を少なく
するために給付されている。
・成人式の廃止，公務員がいなくなる。出産の助成がな
くなる。選挙投票会場の利用ができなくなる。
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　のだろうか？

・神戸ルミナリエを廃止した
方がいいという批判的な
意見もあります。どうすれ
ば批判する人たちを納得
させ，継続して開催してい
くことができるのだろう
か。神戸市民の立場であな
たの考えを記入しよう。

T:発問する。
S:答える。

⑨

　金が市に入ってくる。歳入が増加する。震災（阪神淡
路大震災・東日本大震災も含めた）の慰霊」という特
徴があるから

・「税金の有効な使い道ではない」という理由で廃止した
方がいいという意見がある。
　ボランティアや募金などでお金を支出を減らして税金
の割合を減らす。震災を風化させない。防災意識の部
部分がわかりにくいので，はっきりと伝えられるよう
な企画を行う。イメージキャラクターの募集。同時に
被災地の商品も販売する。

第
三
段
階

　判
断
基
準
の
構
築

　②

　一
時
間

・今日は，街づくりを行いま
す。ワークシートの指示に
従って，税金が利用されて
いる施設などを作り，街を
完成させてください。
・税金が使用されている施
設の中で，最も重要だと
思う施設ベスト３を答え
よ。また，そのようにそ
れが重要だと判断した理
由について，その施設が
生み出す「利益」に着目
して考えてみよう。

○税金を使用することを決
定していく時には，どの
ようなこと（事業やサー
ビス）に注意するべきな
のだろうか？税金が使用
される事業やサービスに
よってもたらされる利益
に着目して記入しよう。
◎現在，神戸市が税金を使っ
て運営している施設や事
業を維持していくことで
問題になっているものが
ある。資料①を読んで，
この施設や事業が必要か，
不要かを判断しそのよう
に判断した理由をこの施
設がもたらす「幸せ」に
着目して記入しなさい。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

⑩

・グループ学習。

・学校（将来を担う子どもを育てるから，子どもが教育
を受ければよい未来を作ればそれが利益になる。），市
役所・町役場（ないと社会がまわらないから。他の重
要な税金を使う施設をとりまとめているから。市民や
区民の存在意義を認めているから。），病院（健康な人
間＝労働者が生み出されるから。命が守られるから。），
ごみ処理場（街をきれいにするから），警察署（治安維
持のため）

・みんな（住民）の未来に役立つ利益があること。（持続
可能な社会！？），安全・健康・快適・命を守る・未来
を守る・経済活動の活性化・本当に必要であること・
無駄がないこと

・ この施設は「必要ない」と考える。なぜならば，楽し
い施設だけど市が運営する必要がない，むだだから。
他に楽しい施設はいっぱいある。あまり，もうかって
いないので，経済活動の面でも意味がない。そのお金
があれば「命を守る・健康・安全」の部分でもっと利
益をあげる事業ができるのではないか。（子育て支援や
老人ホーム，保育所の増加，医療費無償化など）

第
四
段
階

　新
た
な
問
題
の
把
握

　一
時
間

○現在起こっている問題
・阪神・淡路大震災後，復
興が目指される中でどの
ような問題が発生してい
るのだろうか？グループ
で考えてみよう。

・阪神淡路大震災後の復興過
程の中で，さまざまなもの
が建設されました。さまざ
まなものが建設されるこ
とで，被災した人々は安心
して生活できるように
なったのだろうか？
・復興住宅を建設するので
あれば，どのような住宅
が理想だろうか？グルー
プで考えて，デザインし
てみよう。
○このような阪神・淡路大
震災後の復興過程におけ
る問題の教訓は，東日本
大震災にいかせているの
だろうか？

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

⑪

⑫

⑬

・復興住宅期限切れにより，主に高齢者の方々が退去し
なければならない。復興住宅で40人の人々が孤独死で
亡くなっている（朝日新聞１月10日朝刊）。復興のため
の予算（税金）が，被災者のために使用されていない。
東日本大震災の場合は，直接的に被災者に使われない
復興予算が全体の約３分の１ある（朝日新聞12月20日）。

・写真を見る限り，きれいなマンションのように見える
が，この復興住宅はこれまであった人々との会話や付
き合い方を変えたと考えられる。「孤独死」の問題が発
生した。

・多様な意見。

・決していかされているといえない部分もあるのではな
いか。

− 28 −



「公正」さの判断基準の構築を目指す震災学習の授業構成

− 29 −

◎阪神・淡路大震災後の復
興を経験しているのに，
なぜ東日本大震災後の復
興はスムーズに行われて
いないのだろうか？

T:発問する。
S:答える。 ・多様な意見。復興過程で行われている事業に問題があ

るのではないか。

第
五
段
階

　枠
組
み
の
再
構
成

　一
時
間

○阪神淡路大震災と東日本
大震災の復興のためのお
金はどこから出されてい
るのだろうか？
・阪神淡路大震災と東日本
大震災の復興のためのお
金には違いがあります。
何が違うのだろうか？
○東日本大震災の復興予算
は，復興住宅の建設やイ
ンフラ整備以外にどのよ
うなことに使われている
のか確認しよう。
・グループ内で，復興予算が
使われている事業（A～D）
について担当を分けて，そ
の事業が実施されること
による社会への影響（メ
リット・デメリット）につ
いて考えよう。

・これらの事業は，被災地
の人々に「復興」に直接
的に貢献しているといえ
ますか？
・このような事業が行われ
ることで，どのような立
場の人たちが喜ぶのか考
えてみよう。
・なぜ，増税までして増や
した復興のためのお金（復
興予算）が被災地と関係
が薄い，もしくは関係が
ない事業に使われている
のだろうか？

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:考える。

T:発問する。
S:考える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

⑭

⑮

⑯

⑰

・国や自治体，募金などである。

・増税されている点に違いがある。所得税（25年間），住
民税（10年間），法人税が増税。（しかし，法人税は２
年間で増税打ち切り）

・A．全国防災対策事業（学校の耐震化について）
　B．下水道事業　C．ごみ処理施設の建設事業
　D．雇用対策事業。

【A】全国防災対策事業
メリット・・・学校の耐震化を行うことで，安全な学校
で学ぶことができる。
デメリット・・被災地と関係がない学校にお金が使われ
るので，被災地の人々にお金が回らない。
【B】下水道事業
メリット・・・公衆衛生を保障することができる。生存
権を保障することができる。
デメリット・・被災地と関係がない学校にお金が使われ
るので，被災地の人々にお金が回らない。
【C】ごみ処理施設の建設事業
メリット・・・公衆衛生を保障することができる。生存
権を保障することができる。
デメリット・・被災地と関係がない学校にお金が使われ
るので，被災地の人々にお金が回らない。
【D】雇用対策事業
メリット・・・雇用が拡大することで景気がよくなる可
能性がある。
デメリット・・被災地の人々にお金が回らない。雇用を
生み出すことで確実に景気がよくなるとはいえない。

・言えないのではないか。このような事業に予算が使用
されていることに批判の意見がある。「復興予算の流用
問題」が発生している。

・壊れたものを建設する会社の人たち。震災が起きたこ
とによって，市場経済を活性化するチャンスと捉え，
景気を促進しようする人たち。

・政府は復興構想7原則，復興基本法，復興基本方針を定
めて，被災地以外に復興予算を使えるように「合法化」
して認めているから。「復興構想七原則」の一つには，「被
災地域の復興なくして，日本経済の再生はない。日本
経済の再生なくして，被災地域の真の復興はない。こ
の認識に立ち，大震災からの復興と日本再生の同時進
行を目指す」とあり，被災者だけではなく復興予算を
使うことによる効果が日本全体になければならないと
政府が考えているから。

第
六
段
階

　再
構
成
し
た
枠
組

・このような原則や法は，
どのような人たちが決定
するのだろうか？

・なぜ，直接被災した人た
ちがメンバーに入ってい
ないのだろうか？

○震災後の復興のための税

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える

T:発問する。

⑱
・政府の人たち（私たちの代表者），有識者の人たち，企
業の社長，県知事などで，直接被災した人は含まれて
いない。

・直接被災した人がメンバーに入れば，もっと被災地の
復興のために予算が使われるかもしれない。けれど，客
観的な視点で復興を考えることができにくくなり，偏っ
た事業に予算が使われることになる可能性が出てくる。
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　のだろうか？

・神戸ルミナリエを廃止した
方がいいという批判的な
意見もあります。どうすれ
ば批判する人たちを納得
させ，継続して開催してい
くことができるのだろう
か。神戸市民の立場であな
たの考えを記入しよう。

T:発問する。
S:答える。

⑨

　金が市に入ってくる。歳入が増加する。震災（阪神淡
路大震災・東日本大震災も含めた）の慰霊」という特
徴があるから

・「税金の有効な使い道ではない」という理由で廃止した
方がいいという意見がある。
　ボランティアや募金などでお金を支出を減らして税金
の割合を減らす。震災を風化させない。防災意識の部
部分がわかりにくいので，はっきりと伝えられるよう
な企画を行う。イメージキャラクターの募集。同時に
被災地の商品も販売する。

第
三
段
階

　判
断
基
準
の
構
築

　②

　一
時
間

・今日は，街づくりを行いま
す。ワークシートの指示に
従って，税金が利用されて
いる施設などを作り，街を
完成させてください。
・税金が使用されている施
設の中で，最も重要だと
思う施設ベスト３を答え
よ。また，そのようにそ
れが重要だと判断した理
由について，その施設が
生み出す「利益」に着目
して考えてみよう。

○税金を使用することを決
定していく時には，どの
ようなこと（事業やサー
ビス）に注意するべきな
のだろうか？税金が使用
される事業やサービスに
よってもたらされる利益
に着目して記入しよう。
◎現在，神戸市が税金を使っ
て運営している施設や事
業を維持していくことで
問題になっているものが
ある。資料①を読んで，
この施設や事業が必要か，
不要かを判断しそのよう
に判断した理由をこの施
設がもたらす「幸せ」に
着目して記入しなさい。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

⑩

・グループ学習。

・学校（将来を担う子どもを育てるから，子どもが教育
を受ければよい未来を作ればそれが利益になる。），市
役所・町役場（ないと社会がまわらないから。他の重
要な税金を使う施設をとりまとめているから。市民や
区民の存在意義を認めているから。），病院（健康な人
間＝労働者が生み出されるから。命が守られるから。），
ごみ処理場（街をきれいにするから），警察署（治安維
持のため）

・みんな（住民）の未来に役立つ利益があること。（持続
可能な社会！？），安全・健康・快適・命を守る・未来
を守る・経済活動の活性化・本当に必要であること・
無駄がないこと

・ この施設は「必要ない」と考える。なぜならば，楽し
い施設だけど市が運営する必要がない，むだだから。
他に楽しい施設はいっぱいある。あまり，もうかって
いないので，経済活動の面でも意味がない。そのお金
があれば「命を守る・健康・安全」の部分でもっと利
益をあげる事業ができるのではないか。（子育て支援や
老人ホーム，保育所の増加，医療費無償化など）

第
四
段
階

　新
た
な
問
題
の
把
握

　一
時
間

○現在起こっている問題
・阪神・淡路大震災後，復
興が目指される中でどの
ような問題が発生してい
るのだろうか？グループ
で考えてみよう。

・阪神淡路大震災後の復興過
程の中で，さまざまなもの
が建設されました。さまざ
まなものが建設されるこ
とで，被災した人々は安心
して生活できるように
なったのだろうか？
・復興住宅を建設するので
あれば，どのような住宅
が理想だろうか？グルー
プで考えて，デザインし
てみよう。
○このような阪神・淡路大
震災後の復興過程におけ
る問題の教訓は，東日本
大震災にいかせているの
だろうか？

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

T:発問する。
S:答える。

⑪

⑫

⑬

・復興住宅期限切れにより，主に高齢者の方々が退去し
なければならない。復興住宅で40人の人々が孤独死で
亡くなっている（朝日新聞１月10日朝刊）。復興のため
の予算（税金）が，被災者のために使用されていない。
東日本大震災の場合は，直接的に被災者に使われない
復興予算が全体の約３分の１ある（朝日新聞12月20日）。

・写真を見る限り，きれいなマンションのように見える
が，この復興住宅はこれまであった人々との会話や付
き合い方を変えたと考えられる。「孤独死」の問題が発
生した。

・多様な意見。

・決していかされているといえない部分もあるのではな
いか。
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み
に
基
づ
く
判
断
基
準
の
再
構
築

　一
時
間

　金を何に使うのかという
ことをふまえつつ，①と
②についてグループで考
えてみよう。
　① 東日本復興構想会議の
メンバーはどのような
立場の人が参加するべ
きか考えよう。

　② 「復興構想七原則」の
中で改善するべき原則
について理由も含めて
考えてみよう。

S:答える。 ○多様な意見。

【資料】①朝日新聞朝刊2015年１月14日朝刊　②神戸ルミナリエの写真　③ルミナリエの費用の内訳に関して，www.
tktaku.com/luminarie/aboutatuminariet.htmlを参考。　④『新しい公民』ｐ78, 浜島書店．地方分権についてのイラスト
と説明文　⑤兵庫県租税教育推進連絡協議会『平成２４年度版わたしたちの生活と税』P２を参照。　⑥神戸市HPより
　⑦神戸市HPや神戸市中学校社会科研究部『わたしたちの神戸』を参照。　⑧神戸ルミナリエ組織員会『２０１１年ル
ミナリエ事業報告書』２０１１年を基に作成したスライド。　⑨神戸ルミナリエについての意見については，神戸市新
聞のHPを参考。　⑩朝日新聞朝刊2013年10月６日の「神戸市政」の記事，朝日新聞朝刊2013年10月８日の「神戸市政」
の記事より抜粋　⑪朝日新聞朝刊2014年12月20日朝刊　朝日新聞朝刊2015年１月10日の記事より抜粋。　⑫JR新長田
駅の南地区の写真　⑬岡田広行『被災弱者』岩波新書 , 2015年 , 「はじめに」の部分から抜粋。　⑭塩崎賢明『復興〈災害〉
―阪神・淡路大震災と東日本大震災―』岩波新書 , 2014年 , p.136, p.141　⑮塩崎賢明『復興〈災害〉―阪神・淡路大震災
と東日本大震災―』岩波新書 , 2014年 , pp.142-147.　⑯朝日新聞朝刊2014年12月20日（土）の記事を抜粋。⑰東日本大
震災復興構想７原則の内容については，http://www.cas.go.jp/jp/fukkou/pdf/kousou4/7gensoku.pdfを参考。　⑱東日本
大震災復興構想会議のメンバーについてはhttp://www.cas.go.jp/jp/fukkou/pdf/kousei.pdfを参考 （井上）

Ⅵ．おわりに
　本研究では，社会科教育の震災を取り扱った学習
の授業構成の原理と方法について，具体的な開発単
元を事例として示しながら明らかにしてきた。これ
までの価値判断力育成論は，社会的な価値観を子ど
もに身に付けさせることを目指しており，子ども自
身の自主的自立的な価値観形成という点では必ずし
も十分ではなかった。本研究では，公正という概念
を取り上げて，その多様性をふまえつつ，子供自身
が既に持っている価値観を吟味・検証させようとし
た。それによって，価値判断基準である公正さに関
わる枠組みを生徒に作らせようとした。その学習は，
「公正」さに関する枠組みを作る段階と，構成した
枠組みを問い直し吟味する段階となっていた。この
授業構成原理に基づく具体的なモデルを提示するこ
とで，従来の価値判断力育成論の課題を克服するこ
とができたと考えている。
　今後は，この授業構成論によって子どもの価値判
断が実際にどのように変容するのか，価値判断基準
の再構築のためには，生徒同士の議論がどのように
展開されるべきなのかということについて実証的に
検証していくことが必要である。この点については，
今後の課題としたい。（桑原）
【註】
１）文部科学省『中学校学習指導要領解説社会編』
日本文教出版，2008年，pp.44-45.

２）日本社会科教育学会 『社会科教育研究』No.119, 

2013年 .には，「リスク社会における社会科のあ
り方（存在意義）を考える」という特集が組まれ
ている。
３）三橋浩志「社会科教育における防災教育研究の
動向―東日本大震災後の学会誌論文等を中心に―」
『社会科教育研究』NO119, 2013年 , pp.100-110.
４）震災の復興に関する問題については，主に塩崎
賢明『復興＜災害＞―阪神・淡路大震災と東日本
大震災』岩波新書 , 2014年 .や岡田広行『被災弱者』
岩波新書 , 2015年 .の内容を参考にした。
５）大杉昭英「社会認識体制の成長をめざす社会科・
公民科授業―科学理論と倫理的判断基準の探求を
通して―」 『社会科研究』 第60号 , 2004年 , pp.11-20.

６）社会的価値（倫理的価値）について大杉は，次
の論文で功利主義，社会契約主義，自由至上主義，
共同体主義というように分類している。大杉昭英
「社会科における価値学習の可能性」『社会科研究』
第75号，2011年，pp.1-10.

７）塩崎賢明『復興＜災害＞―阪神・淡路大震災と
東日本大震災』岩波新書 , 2014年 , p.ⅲ .

８）この実践については次の報告書をご覧いただき
たい。井上昌善「公民的分野における「思考・判
断・表現」の実践・評価と改善　―小単元「ルミ
ナリエ存続問題について考えよう」を事例として
―」内閣府所管　公益財団法人日本教材文化研究
財団『社会科における 「思考・判断・表現」 の評
価に関する研究』2014年 , pp.101-126.
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